
 

今後の労働者派遣制度の在り方に関する研究会 開催要綱 

 

 

１．趣旨・目的 

  労働者派遣制度については、平成 24 年３月に成立した改正労働者派遣法の国

会審議において、登録型派遣・製造業務派遣・特定労働者派遣事業の在り方や、

いわゆる専門 26 業務に該当するかどうかによって派遣期間の取扱いが大きく変

わる現行制度の在り方について、今後、検討・議論を開始すべき旨の附帯決議が

付されている。 

また、「「国民の声」規制・制度改革集中受付に提出された提案等への対処方針」

（平成 24 年４月３日閣議決定）においても、労働者派遣法における期間制限等

の在り方について、必要な見直しの検討を行うとされている。 

そのため、学識経験者からなる研究会を開催し、労働者派遣制度の今後の在り

方について、法的・制度的な観点から専門的な検討を行う。 

 

２．検討事項 

  登録型派遣・製造業務派遣・特定労働者派遣事業・派遣可能期間の在り方を中

心としつつ、労働者派遣制度を取り巻く諸課題について、幅広く検討を行う。 

 

３．研究会の構成員 

（１）研究会の構成員は、別紙のとおりとする。 

（２）研究会の座長は、構成員の互選により選出する。 

（３）座長は、必要に応じ意見を聴取するため、参考人を招聘することができる。 

 

４．研究会の運営等 

（１）研究会は、厚生労働省職業安定局派遣・有期労働対策部長が学識経験者の参

集を求めて開催する。 

（２）研究会の庶務は、厚生労働省職業安定局派遣・有期労働対策部需給調整事業

課において行う。 

（３）研究会は、原則として公開とする。 
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